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日帝下朝鮮の地域社会研究と「草の根植民地支配」について﻿
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　市場移転および市場公設化の問題や東萊温泉の邑営化問題も、東萊地域の都市化過程に
おいて主たる懸案となった。このような問題において、地域有志を中心とする「住民大会」
の相次ぐ開催によって一定の成果を勝ち取った。結局、地域の懸案事項解決に向けて開催
された住民大会は、たとえ限られた範囲内ではあっても、植民地支配下で都市運営問題を
めぐって展開された行政当局と地域有志層間の対立の現れであると同時に、その対立を調
整する政治的空間でもあった。とりわけ東萊温泉の邑営化問題においては、日本人の邑会
議員が朝鮮人の邑会議員と共同歩調をとって協力する姿も見せた。民族的な利害関係を超
え、地域有志として共通の階級的利害を持った故であった 
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。
　以上整理したように、1920 年代の東萊の都市化の過程における基本的な対立構図は、
植民地当局と主に朝鮮人が中心をなす地域有志層であったが、その両者の利害関係を調停
し、意思伝達の媒介役を担ったのは、面協議会の構成員である協議員であった。1923 年
以後、選挙権を獲得した東萊の有志は面民大会などの住民大会を開いて、地域住民の名で
自分たちの意思を面協議会や植民地当局に伝えるなど、有権者としての存在感をアピール
した。このように、有志が地域内部における政治的主導権を握り、限定的ながらも植民政
策に対する影響力を行使し得たのは、彼らが選挙権を獲得した有権者であったからである。
もちろん、有志の政治活動が常に成果を上げたわけではない。しかも植民地当局の地域開
発政策との関連で、地域有志が関与できた部分は極めて限られていた。したがって、これ
をもって「官僚─有志支配体制 
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」と規定できるのかについては多少異論もあり得ると考え
る。東萊地域の有志は、自己の政治的利益を達成するために、釜山府とは異なり、「地方
協議体」よりも「住民大会」を積極的に活用した。それは朝鮮人が多数を占めた面協議会
には「自治的」機能が府協議会ほど付与されていなかったためである。とはいえ、面協議
会が有志の政治参与を媒介する役割を担った点では本質的な違いがあったわけではない。
ただ、東萊面の事例は、釜山府の事例とはまた異なる「草の根植民地支配」のモデルであ
り、おそらく、伝統的（朝鮮人）有志基盤が相対的に堅固な地域社会では、共通して見ら
れた現象だろうと思われる。
結び
　三・一運動以降、植民地統治に関する一大転換を狙って朝鮮総督府が推進した 1920 年
の地方制度改正は、有志層を中心に地域社会内部に新たな支配秩序を構築した。「地方自
治のための訓練」と宣伝されたこの新地方制度は、選挙制を通して在朝日本人の地方自治
の要求を満たし、さらに朝鮮人の有志層を参加させることで朝鮮人と日本人が互いに協力
できる、法律的に保障された新たな政治的空間をつくり出した。
　朝鮮総督府にとって、地域レベルで構築したこのような新しい形態の支配秩序は、朝鮮
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 30 この言葉を最初に用いたのは池秀傑、前掲論文（1997 年）のようである。その後、池秀傑は官僚─
有志支配体制に関する研究を続けている。
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人の抵抗を最小限に抑え、植民地当局の政策的意思を貫徹し得る方法として設けたもの
だった。そのため、日帝は朝鮮人の上層部、とりわけ地域社会の有力者をより積極的に植
民地統治体制に取り込む必要があった。すなわち、地方制度の改正と府・面協議会などの
「地方協議体」の選挙制への転換はそのような要求に応じるものであった。また、地方制
度の改正は、当時の植民地当局が推進していた市区改正事業などの各種の地域開発事業と
も関連していた。これらの事業は、その実施過程において地域住民とりわけ地域有志層の
利害とがさまざまに絡んでいたため、植民地当局としてはその混乱を最小限に抑えて、事
業の継続性を確保する適切な手段が必要だったのである。そのような植民地政策の目標に
符合する地方機関が、有権者である地域有志が選挙によって選出した府協議会や面協議会
のような「地方協議体」であった。また、地域住民を代表する有志はこのような地方機関
を通して、電気府営化や温泉湯邑営化のような「公共性」の問題を提起し、自らの利益を
守ろうとした。
　府・面協議会の協議員は、一定額以上を納付して選挙権を得た地域有志の投票によって
選出されたので、実際に一般の住民の意思を代表していたわけではない。それにもかかわ
らず、協議員および選挙権者である有志は自らの要求を貫徹するため、「地域代表」とい
う政治的名分が必要であった。したがって、彼らは自分たちが地域住民の代弁者であるこ
とを示すために、住民を動員して「住民大会」を開催し、植民地当局に圧力をかける手段
として活用した。このような形の政治行動は、結果的に、地方制度改正の目的が文化政治
の「民意暢達」にあると宣伝してきた植民地当局の政策を支えるものとなった。もちろん、
いわゆる住民大会で出された「民意」が「地方協議体」の意思と常に通じ合っていたわけ
ではない。時には協議会員個人の意思が「民意」と衝突し、協議員が住民大会に批判的な
立場をとる場合もあった。この場合、住民大会は事実上有志層内部の意見調停の役割を担
うと同時に、地方政治のヘゲモニー掌握の場として活用された。
　なお、1920 年代の地方政治の中心的空間であった府・面協議会は、議決権のない諮問
機関にすぎないという限界を有していた。そのため 1920 年代には在朝日本人を中心に、
この諮問機関を議決機関へ転換させようとする動きが相次いだ。その結果、1930 年末、
朝鮮総督府は地方制度改正によって府協議会を府会へと改称し、議決権を付与した。また、
指定面を邑に昇格させて従来の面協議会に代えて邑会を設置し、府会と同等の権限を与え
た。その結果、1930 年代の地方選挙では、地域有志の候補者の間で金権選挙や不正選挙
が横行するほど熾烈な角逐戦が繰り広げられることになる。これは、「草の根植民地支配」
の拡大・進化の過程で現れた副作用だった。
 （原文：韓国語、日本語訳：金炳辰・松田利彦）
